
今後の農業農村整備事業の展開方向
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平成２３年１２月６日



第１部

東日本大震災による
農地・農業用施設の被災及び復旧
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・津波により約2万4千haの農地が冠水（水田2万ha、畑3千4百ha）し、広域にわたりがれき堆積や塩害など
の被害が発生。特に岩手県（1,838ha）、宮城県（15,002ha）、福島県（5,923ha）で農地の被害が甚大。

津波により冠水し、がれきに埋
まった農地（宮城県仙台市）

破損した農道（岩手県奥州市）

がれきの堆積した幹線排水路
（宮城県名取市）

【津波による田畑の流失・冠水被害（６
県）】

※被害関係の数値は平成23年10月15日時点
※被害状況の把握が進めば、さらに数字が大きくなる可能性

被害内容 被害数 被害額

農地の損壊
17,456

箇所
4,012億円

農業用施設等
の損壊

21,864
箇所

4,198億円

合 計
39,320

箇所
8,210億円

県名 耕地面積
（平成22年）

流失・冠
水等被害
推定面積

被害面積率
（％）

田畑別内訳試算

田 畑

青森県 156,800 79  0.1 76  3 

岩手県 153,900 1,838 1.2 1,172 666 

宮城県 136,300 15,002 11.0 12,685 2,317 

福島県 149,900 5,923 4.0 5,588  335 

茨城県 175,200 531 0.3 525 6 

千葉県 128,800 227 0.2 105 122 

合 計 900,900 23,600 2.6 20,151 3,449  

【農地・農業用施設等の被害状況】

※ は
震災による
被害が確認
された16県

(資料)「津波により流失や冠水等の被害を受けた農地の推定面積(平成23年3月)」

（単位：ha）

１．農地・農業用施設の被害状況１．農地・農業用施設の被害状況
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農地・農業用施設の被害状況農地・農業用施設の被害状況
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南相馬市 鹿島①発生前 発生後

南相馬市 鹿島②



農地・農業用施設の被害状況農地・農業用施設の被害状況
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発生前

松
川
浦

相馬市柏崎

南相馬市鹿島区海老

南相馬市原町区北泉

南相馬市小高区福岡

南相馬市小高区下浦
（宮田川浦干拓）

福島県太平洋沿岸北部の農地被災状況

発生後

福島県相馬市

名取市小塚原地区の湛水状況



・今年の作付けに間に合わせるのに必要な地域の農地や、二次災害を防止するのに必要な排水
路・排水機場の応急復旧に重点を置き、査定前着工の制度を積極的に活用して緊急的に対応。

東 北
農政局

関 東
農政局

北 陸
農政局

合 計

ため池 3 13 1 17

頭首工 2 8 1 11

用排水路 294 719 41 1,054

農地 8 64 1 73

堤防 11 7 0 18

農道 10 11 0 21

集落排水
施 設

57 34 1 92

合 計 385 856 45 1,286

※ 工事発注に当たっては、その内容に応じて、地域の
被災者を優先的に雇用するよう配慮

被災状況 対応後 ○査定前着工の実施状況（H23.8.31現在）
（単位：箇所）

○除塩の実施状況（H23.10.1現在）

全面積
うち、
水稲作付

うち、
戦略作物※

その他
（検討中）

1,980 1,610 220 150

（単位：ha）

※ 戦略作物は大豆等。

２．復旧状況２．復旧状況
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機密性○情報 ○○限り

○具体的な支援内容

○傾斜区分毎の米生産費の推移

北海道開発局管内
延べ19.5人月

関東局管内
延べ52人月

東北局管内
延べ29.5人月

近畿局管内
延べ58人月

東海局管内
延べ53.5人月

北陸局管内
延べ51.5人月

中国四国局管内
延べ104.5人月

九州局管内
延べ56.5人月

国 都道府県 計

83人月 274人月 427人月

○技術者の延べ派遣人員

派遣先 派遣人員

岩手県 75人月

宮城県 215人月

福島県 137人月

○派遣先別の延べ派遣人員

①農地・農業用施設・農地海岸の災害復旧事業に関す
る災害査定設計書の作成・指導

②災害査定及び災害査定に伴う事務処理支援

③工事実施のための積算・設計書の作成・指導

④工事監理の補助 等

○ 被災自治体からの支援要請を受け、農林水産省及び都道府県等の農業土木技術者を派遣し、農
地・農業用施設の災害復旧に係る査定及び復旧工事に係る設計書作成などの支援を行っていると
ころ。

○ 岩手県、福島県、宮城県へ３月末までに延べ４２７人月の技術者を派遣予定。（10月20日現在）

３．応援体制の確立（農業土木技術者派遣について）３．応援体制の確立（農業土木技術者派遣について）

○農業土木技術者の派遣予定状況（10月20日現在）

被害状況の確認

工事実施のための設計書作成
沖縄総合事務局管内

延べ2人月
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○津波被災地の農地被害の状況を、以下の通り分類

① 除塩により、Ｈ２３年度から営農が可能となった農地
② 除塩等を行い、Ｈ２４年度から営農再開が見込まれる農地

③ 除塩、農地復旧等がＨ２４年度に完了し、営農再開がＨ２５年度に見込まれる
農地

④ 生産基盤の全面的な復旧に数年を要し、営農再開がＨ２６年度に見込まれる
農地

⑤堤防破堤や地盤沈下により海没し、別途検討が必要な農地

農地の復旧可能性の図面

○東北を新たな食料供給基地として復興
するために必要な考え方・要素、関係す
る国の施策と整備の方針を明確化

○営農再開に必要な農地復旧の年度ごと
の完了目標面積も明確化

農業・農村の復興
マスタープラン

○市町村による復興計画（マスタープラン）の取りまとめ ・土地利用のゾーニング ・農業振興の方針 等

(岩手県及び宮城県) 平成24年度までに営農再開が見込まれる農地は、全体の約５割 （ha）

23年度 24年度 25年度 26年度 その他 計

岩手県 10 310 30 0 380※1 730

宮城県 1,220 5,430 5,410 1,970 310※2 14,340

計 1,230 5,740 5,440 1,970 690 15,070

割合 46% 36% 13% 5% 100%

(福島県) 平成24年度までに営農再開が見込まれる農地は、全体の約２割（ha）

23年度 24年度 25年度 26年度 その他 計

福島県 60 610 2,670※3 2,120※4 5,460

※1 調査が未了の岩手県陸前高田市の一部地域 ※2 農地に海水が浸入している宮城県石巻市及び東松島市の一部地域

※3 原子力災害の影響のため、現時点で25年度以降の作付け可能面積は区分不可能 ※4 原子力発電事故に係る警戒区域の農地面積

○農業・農村の復興マスタープランでは、おおむね３年間での農地の復旧を目指しており、そのために必要な農地の復旧
スケジュールと、営農再開までの支援策について基本的な考え方を提示。また、津波被災地域を被害状況により分類し
た農地の復旧可能性の図面を作成。

○ これに基づき、市町村における農地の具体的な復旧計画や復興計画の策定を支援。

４．農地の復旧計画や復興計画の策定支援４．農地の復旧計画や復興計画の策定支援
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（３）土地利用調整 － ①農地の復旧計画や復興計画の策定支援４．農地の復旧計画や復興計画の策定支援４．農地の復旧計画や復興計画の策定支援

9

○ 津波被災地の農地被害の状況を、以下の
通り分類

① 除塩により、Ｈ２３年度から営農が可能と
なった農地

② 除塩等を行い、Ｈ２４年度から営農再開が
見込まれる農地

③ 除塩、農地復旧等がＨ２４年度に完了し、
営農再開がＨ２５年度に見込まれる農地

④ 生産基盤の全面的な復旧に数年を要し、
営農再開がＨ２６年度に見込まれる農地

⑤ 堤防破堤や地盤沈下により海没し、別途
検討が必要な農地

農地の復旧可能性の図面



○緊急に復旧を進めることにより、早期に営農再開
○除塩事業を高い国庫負担率で実施
○区画整理のほか、国が実施する復旧等の事業についても高い国庫負担率で実施

法律の概要

期待される効果

国庫負担

国又は都道府県は申請によらず区画整理等の事業
を実施。

事業の開始手続

施設改良に係る事業計画の同意徴集手続について、
一定の場合、簡素化

同意徴集手続の簡素化

事業に必要な額に応じて大幅な嵩上げ分を加えた率９／１０

現
行
の
課
題

１．除塩事業がない。 ４．区画整理には国庫負
担の嵩上げがない。

２．国が農地を災害復旧する事業がない。

３．国が災害復旧する場合に、国庫負担の嵩
上げがない。

①除塩
（創設）

② 農地・農業用施設の災害復旧

③ ②と併せて実施する改良
④ ②と併せて実施する区画整理

事
業

内
容

実施手続

○ 東日本大震災に係る津波による災害に対処し、早期営農再開を図るため、国等が緊急に行う災害
復旧及び除塩並びにこれと併せて行う区画整理等の事業を円滑に実施できることとする等の措置
を講じる。

５．東日本大震災に対処するための土地改良法の特例に関する法律の概要５．東日本大震災に対処するための土地改良法の特例に関する法律の概要
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【農地･農業用施設災害復旧等事業】(６８９億円)
・排水機場等の応急対策を実施するとともに、除塩事業及び農地等の災害復
旧を市町村に代わって国・県等が行う仕組みを創設

【災害対策支援機械費】(９億円)
・湛水した農地について、国が保有する排水ポンプ等を投入し、海水等を強制排水

【農地・農業用施設等災害復旧関連調査】(２６億円)
・農地・農業用施設等の被災状況調査、機能の点検・診断や復旧計画の策定等を実施

主な復旧対策

早
期
の
営
農
再
開

農業被害の現状

【除塩対策】

津波被害を受けた
水利施設

冠水被害に
あった水田

【東日本大震災被災地域土地改良負担金償還助成事業】(５億円)
・被災した農地・農業用施設に係る負担金について、最大３年間
の利子助成事業を創設し、営農再開まで農家を支援

経営の継続・再建支援

農地・農業用施設等の復旧

水切溝の設置 湛水状況

（農林水産省 総額3,817億円）

・平成23年度第１次補正予算において、農林水産省として総額3,817億円を確保。そのうち、農地・農業用
施設災害復旧等事業（689億円）やポンプ等の支援機械費、関連調査費の予算を確保

６．農地・農業用施設関係復旧対策（１次補正での対応）６．農地・農業用施設関係復旧対策（１次補正での対応）
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【農地･農業用施設災害復旧等事業】(２，０８０億円)
・地震や津波により被害を受けた農地・農業用施設及び海岸保全施設等を早期に復旧するため、災害復旧事業を
実施。また、再度災害を防止するとともに、農用地の利用集積及び国土保全等に資することを目的に災害復旧関
連事業を実施。

【農業水利施設等の震災対策】(１６４億円)
・震災の教訓を踏まえ、今後発生しうる大規模地震や余震等により損壊のおそれがある農業水利施設の改修・整備や地すべり対策
等を実施。

【農業基盤復旧復興整備計画策定事業】(２６億円)
・被災農地の復旧・復興に係る農業基盤の整備計画を策定するとともに農地集積のための農業者団体等の活動を
支援します。

農地等の生産基盤の復旧・復興に関する主な予算

【震災対策・戦略作物生産基盤整備事業】(２５億円)
・災害復旧事業の対象とならない軽度被災の農地・農業水利施設や老朽施設の更新、補強等を実
施。

被災地の復旧等

（農林水産省 総額11,265億円）

・平成23年度第３次補正予算案において、農林水産省として総額11,265億円を計上。そのうち、農地・農
業用施設災害復旧等事業（2,080億円）や農業水利施設等の震災対策（164億円）を計上。

７．農地・農業用施設関係復旧対策（３次補正での対応）７．農地・農業用施設関係復旧対策（３次補正での対応）
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○ 藤沼貯水池の概要
（１）所 有 者 ： 須賀川市
（２）管 理 者 ： 江花川沿岸土地改良区
（３）ダム形式 ： アースダム（均一型）
（４）堤 高 ： １８．５ｍ
（５）貯 水 量 ： １５０万ｍ３

（６）かんがい面積：８６５ｈａ
（７）受益戸数 ： ７６２戸

○ 事業履歴
（１） 昭和12～24年：県営農業水利改良事業により築造
（２） 昭和52～54年：県営ため池等整備事業（波除工、余水吐）
（３） 昭和59～平成8年：県営ため池等整備事業（波除工、

グラウト工、浚渫工）

・東日本大震災により、藤沼湖（福島県須賀川市）が決壊し、下流域に深刻な被害が発生。
・福島県の「福島県農業用ダム・ため池耐震性検証委員会」により、決壊原因の調査・解析を実施中。

８．東日本大震災によるダムの決壊８．東日本大震災によるダムの決壊
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藤沼湖の概要

○ 被害状況
・堤体が決壊し貯水が下流へ流出
・死 者 ７名
・行方不明 １名
・家屋全壊 ２２軒
・橋梁流失 ２か所
・被災農地 約９０ha（土砂堆積）

被害状況

橋梁流出 ２箇所

滝集落 全壊7戸

北町集落 全壊15戸

土砂流出経路

堤体左岸下流側からの崩壊状況 下流集落被災状況（北町集落）

藤沼貯水池決壊による土砂流出経路



第２部

農業農村整備の展開方向
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○全国の農業用水路の延長は約４０万km、ダム等基幹的施設は約７千カ所にものぼり、これらの農業水利施設のス
トックは３２兆円の資産価値。

用水路
排水路

凡　例

（参考）

基幹的水路の整備状況

資料：一般国道は「道路ポケットブック2006」国土交通省（Ｈ18.11）
鉄道は「数字でみる鉄道2006」国土交通省（Ｈ18.10）

注：鉄道はＪＲ（旅客線のみ）の線路延長

一般国道 22,279km

鉄道 20,006km

農業水利ストックの資産価値

0

5

10

15

20

25

30

35

S62.3まで H14.3まで H21.3まで

その他施設

基幹農業水利施設

7兆円

注１:農業水利施設の再建設費ベースによる評価算定。
注２:基幹水利施設は、受益面積100ha以上の農業水利施設である。

15兆円

18兆円
14兆円

25兆円

32兆円

(兆円)

約４万９千km

注：基幹的農業用用排水路とは、末端支配面積が
100ha（東京ドーム20個分以上の水路）

約７千カ所
基幹的施設

（ダム等）

うち基幹的水路

約４０万ｋｍ
（地球約１０周分）

農業用用排水路

１．農業水利施設の整備状況
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大隅

宮崎中部

南予

筑後川

香川

徳島

山陽

山陰

加古川

淀川

紀の川

伊勢平野

木曽川

矢作川

豊川

天竜川 大井川

富士川

利根川下流

霞ヶ浦周辺

那珂川

利根川中上流・荒川

鬼怒川
阿武隈川

阿賀川

高瀬・馬淵川

九頭竜川

石川
富山

信濃川

阿賀野川
最上川

雄物・米代川

岩木川

渡島・檜山

後志

石狩川

網走

胆振・日高

十勝

根釧

上越

千曲川

さきしま

佐賀西部

北上川下流

道北

（６） 大規模優良農業地域で国営事業等により基幹水利施設を重点的に整備

○基幹的農業水利施設は、我が国の農業生産の中核的な役割を果たす大規模優良農業地域において、国営事業等に

より重点的に整備。

○これらの地域は、全国で約１５６万haにおよび全国の耕地面積の３分の１程度を占め、主要穀物の生産量で全国の４

～５割（水稲39％、麦類55％、大豆47％）を占め、我が国自給率の維持確保に貢献。

： 主に水田

： 主に畑

： 水田と畑が同程度

： 国営かんがい排水事業
実施地域

対象面積のうち

・水田が７割以上の地域を「主に水田」

・畑が７割以上の地域を「主に畑」

・それ以外の地域を「水田と畑が同程度」

とした。

・国営事業の実施により形成された

優良農業地域は

全国の耕地面積の１／３程度

※1 平成19年度現在で農林水産省調べ。

※2 平成19年度現在で農村振興局調べ。

市町村別の農林水産統計（H19)を元に農村振興局において推計

作物名

作付面積（千ha） 生産量（千t）

対象地域 シェア 対象地域 シェア

水稲 630 38% 3,377 39%

麦類 137 52% 607 55%

大豆 58 42% 106 47%

麦 ・ 大 豆 の 主 要 穀 物 は ４ 割 か ら ５ 割 を 占 め る北上川上流

２．大規模優良農業地域における基幹的水利施設の重点的な整備

計 うち田 うち畑

全国 465万ha 253万ha 212万ha

うち国営
156万ha
（34%）

93万ha
（37%）

63万ha
（30%）

※1

※2
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国営
0.8兆円

県営等
2.3兆円 国営

0.8兆円

県営等
1.7兆円

全体
17.9兆円※

○近年、耐用年数を超過した基幹的水利施設は大幅に増加。経年的な劣化による突発的な事故も年々増加の傾向。
○既に標準耐用年数を超過した施設は３.１兆円（全体の１７％）。これに、今後１０年のうちに標準耐用年数を超過する施

設を加えると５.６兆円（全体の３１％ ）に達する見込み。
○今後はこれら施設の適切な更新・保全が重要な課題。

162

225
254

312 292

362 371 372
425

295

618

450

466 481

346
378

630

0

100

200

300

400

500

600

700

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

事
故

件
数

（
件

）

平成（年度）

経年的な劣化及び
局部的な劣化

その他（降雨、地盤沈下等）

4,000億～1兆円

2,000～4,000億円

2,000億円未満

ストック量（再建設費ベース）

25%以上

10%～25%
10%未満

耐用年数超過割合

1兆円以上

既に標準耐用年数
を超過した施設

3.1兆円(全体の17%) 

さらに今後10年のう
ちに標準耐用年数
を超過する施設を
加えると

5.6兆円
（全体の31%）

突発事故発生状況

基幹的水利施設の老朽化状況（平成２１年）

S62

H20

約4,300km

約12,000km用
排
水
路
等

0                    5,000                10,000              15,000              20,000

耐用年数を超過した基幹的水利施設の状況

(km)

３．農業水利施設の老朽化の進行

S62

H20 約1,800箇所

約600箇所

用
排
水
ポ
ン
プ
場

0                    500                 1,000               1,500                 2,000  
(箇所)

※基幹的水利施設（受益面積
100ha以上の農業水利施設）
の資産価値（再建設費ベー
ス）

うち国営造成施設は

７．７兆円

0

100

200

300

400

500

600

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025

施
設

数

年

施設数

過去５年間の平均値

注１）：基幹的水利施設とは、受益面積100ha以上のダム、頭首工、用排水機場、水路等の施設
注２）：上表は、土地改良事業の経済効果算定に用いる標準耐用年数を用い、耐用年数に達したものは

更新されるものとして作成
資料：「農業基盤情報基礎調査」による推計（平成21年３月時点）

耐用年数を迎える農業水利施設数の推移
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○膨大な農業水利ストックの機能を適切に保全するため、施設機能診断に基づき、効率的効果的な対策を選択実施す
るストックマネジメントを導入し、施設の長寿命化を図り、ライフサイクルコストを低減。

従
来
以
上
の
耐
用
年
数
を
実
現
し
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
を
低
減

ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

に
基
づ
く
対
策

連携

老朽化の状況に応じて最適な補修を実施

現況断面の内側にｺﾝｸﾘｰﾄ
を打設し、ﾄﾝﾈﾙを補強

表面被覆工を実施し、
摩耗の進行を抑制

水路の内側にバンドを
敷設し、漏水を防止

社会経済情勢の変化やイノベーションに対応し、機能
向上を図りつつ必要な部分から更新整備

両総地区
第１揚水機場

野洲川沿岸地区
野洲川ダム

ストックマネジメントによる施設の保全・更新

土地改良区等による維持管理

運転管理、日常点検補修

国による機能診断と予防保全計画の策定

①詳細な施設機能診断
・踏査や試験による機能診断調査
・劣化要因の推定や劣化度の判定

②対策工法の検討
・機能診断を踏まえ施設をグルーピング
・グルーピングされた施設に応じた対策
パターンを複数作成（シナリオの作成）

○ 深刻な機能低下が発生する前に、機能診断に基づく適切な対策
を施す予防保全対策を実施し、ライフサイクルコストの低減を図る。施設の長寿命化

従来の対応

施
設
機
能

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト

評価期間

評価期間

再建設

深刻な機能低下

予防保全的な対応

補修

補修

以後繰り返し

再建設

軽微な補修 部分更新

再建設 再建設 再建設

ライフサイクルコストの低減

４．ストックマネジメントの導入による施設の保全・更新
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機能診断による
変状の把握

ひび割れ

錆 汁

塩 害

劣化メカニズムの把握

劣化要因の把握

塩害影響地域

表面処理工法
(表面被覆工法）

ひびわれ補修工法
（注入工法）

不適切な長寿命化技術

鉄筋腐食に伴う
再劣化の進行

劣化要因 採用工法

劣
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
考
慮
し
な
い

工
法
選
定

存置

電気防食工法

脱塩工法

断面修復工法

施設の長寿命化劣化要因 採用工法

劣
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
考
慮
し
た

工
法
選
定

適正な長寿命化技術

除去

抑制

塩害に伴う変状 断面修復工法 電気防食工法 脱塩工法

表面処理工法遮断

表面被覆工法

塩害の例

○農業水利施設の長寿命化にあたっては、施設の劣化状況は自然条件、地域条件や設計・施工条件により異なる
ことから、劣化要因を把握した上で、適切な長寿命化技術を適用していくことが重要。

○現在、劣化メカニズムや長寿命化工法の体系的な整理を進めており、これらを通じて、全国統一すべき事項の検
討を行い、熟度の高い技術の標準化や基準化の取組を進めていくこととしているところ。

５．農業水利施設の長寿命化
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備
率
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時
間

61.7%
（平地74%、中山間51%）

27.0時間

水田整備率

稲作労働時間

146.3時
間

（27.9%）
57万ha10ha以上経営体

S55 S60 H2 H7 H12S50 H17S45S40 

大区画整備

H5 担い手への農

地利用集積を要件化
した事業を開始

注：（ ）書きは、全国の経営耕地面積（水田）に占める割合
資料：農林業センサス

（％） （時間/10a）

20,000 

40,000 

60,000 

（ha）年
度
別
水
田
整
備
面
積

○ 昭和40～60年代は、30a程度の区画整備を全国各地からの要望に基づき推進

○ 平成以降は、担い手への農地集積や経営体の育成を要件化し、対象地区を絞り込み

６．これまでの水田整備

5ha以上経営体

（40.1%）
82万ha

大規模経営体の
経営耕地面積

100

60

40

20

H15 経営体（認定農業者、集落営農等）の

育成を要件化した「経営体育成基盤整備
事業」を創設（ほ場整備事業を廃止）

H9 農地の利用集積を
要件とする事業に特化
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○ 我が国水田農業の体質強化には、未整備水田の大区画化・集積と整備済みストックの高度利用が必要
○ このため、未整備水田については地区の７割以上を集積することを要件に「日本再生重点化措置」で加速化
○ また、３０ａ程度に区画が整備されている水田の二次的整備（区画拡大等）について、定額助成で迅速・安価に推進

簡易な内容の二次的整備（定額助成を導入）

100m30m

水
路

道路

• 高率の集積を要件に、日本再生重点化措置で加速化

【 畦畔除去等による区画拡大の場合】

地区毎の実状に則した整備（定率助成）

• 農業者団体等に対する直接・定額の助成で、区画拡大・汎用化を迅速・安価に推進

７．今後の水田整備の展開方向

（切り土） （盛り土）

現況

農家数 戸当たり規模

３６３戸 ０．６ｈａ／戸

：集落営農参加合意者

：自家消費希望者

計画

笹 本 新 井 地 区
（Ｈ２０～２７（予定））

さ さ も と あ ら い

千葉県

横 芝 光
町

よこしばひかり

畦畔除去等による
区画拡大のニーズ

暗渠排水による
汎用化のニーズ

大区画化、汎用化、用排水路、
道路等の総合的整備のニーズ

○水田整備のニーズ 区画が整備済み（６２％） 区画が不整形・狭小（３８％）

大区画 標準区画（30a程度）

うち水はけが悪いもの
４９

２０ １３４

未整備

９６

（単位：万ha）

全国２５１万ha
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第３部

平成２４年度概算要求の概要
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主要課題 主要事項

○老朽化施設等の保全管理・整備
・年間500程度の基幹的農業水利施設が耐用年数を超

過。

・施設の老朽化に伴い、突発事故件数も増加傾向

・防災・減災の観点からの保全管理、整備が急務

○担い手への集積に不可欠な農地整備の促進
・大区画化、汎用化でコメ生産コストは約6割低減

・水田の６割は区画が整備済みだが、その３分の１は排
水不良。麦・大豆の生産には排水改良が不可欠

・不整形、区画狭小などの未整備農地は、経営規模拡大
の障害

○「農地」、「水」の保全管理の強化
・施設の老朽化等への対応や集落コミュニティ機能向上

のため、地域主体の保全管理等の取組の強化・拡大が

必要

○再生可能エネルギーの活用促進と地産地消

・土地、水など農山漁村に豊富に存在する未利用の資源
を活用し、電力需給の安定化に寄与

○地震発生のおそれの高い地域における農業用用排水施設等に関して、災害の未
然防止のための耐震化対策を実施

○国営造成施設の突発事故等に対する二次被害の防止、軽減のための迅速な応
急対策を実施
【国営施設応急対策事業（新規） 国営かんがい排水事業１，１７９（１，１３４）億円の内数】

○大規模経営体が大宗を占める構造の実現に資するため、土地利用型農業の経営
規模拡大に不可欠な農地の大区画化・汎用化や農業水利施設の整備を推進

○既に区画が整備されている水田の畦畔除去等による区画拡大や老朽化施設の補
修等により、営農上の個別課題へのきめ細かな対応や安全な地域づくりを推進

【戦略作物拡大・防災保全整備事業（新規） ２７０（２２０※）億円】

○地域コミュニティを活用した水路等の保全管理、長寿命化等の高度な取組を支援
するとともに、新たな主体による広域的な保全管理の実施体制を整備

農地・水保全管理支払交付金 ２５１（２１２）億円
うち向上活動支援交付金（拡充） ６２（４７）億円

○既に区画が整備されている水田の畦畔除去等による区画拡大や老朽化施設の補
修等により、営農上の個別課題へのきめ細かな対応や安全な地域づくりを推進

【戦略作物拡大・防災保全整備事業（新規） ２７０（２２０※）億円】 （再掲）

○農業水利施設を活用した地域主導での小水力発電等の整備推進に向け、民間団
体等の専門的ノウハウを活用した施設整備を先導的に実施

【小水力等農村地域資源利活用緊急促進事業（新規） ９（０）億円】

震災に強い農業インフラの構築

エネルギー生産への地域資源の活用

地域主体による保全管理の推進

農地集積、規模拡大の加速化

農業水利施設等の防災・減災対策の強化

新たな主体によるリスクマネジメントの推進

担い手への農地集積を促す基盤づくり

小水力等再生可能エネルギーの導入促進

【震災対策農業水利施設整備事業（新規） ２４（０）億円】
【国営総合農地防災事業（拡充) １７０（１７０）億円】

【戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業 ３０５（２６２）億円】
【国営農地再編整備事業等 ９５（８３）億円】

農業農村整備事業を2,222億円へ、非公共の小規模基盤整備を270億円へ増額するとと
もに、復興枠（477億円）も活用して、着実に実施

※戦略作物生産拡大関連基盤緊急整備事業の平成２３年度予算額

１．農業農村整備対策について【農村振興局】
～「農地」と「水」を最大限に活用した農業生産力の強化と、安心・安全な農村づくりの実現～
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国営施設の耐震対策の状況

○大規模地震発生のおそれが高い地区を対象に点検調査
○被災による影響が大きな施設を、必要に応じて耐震化

県営施設等の耐震点検調査・整備

整備後整備前

決壊したため池

パイプライン側上部に特殊な
ネットを敷き、砕石で埋戻す

現況

決壊による人家・道路等へ被害状況

○耐震化のイメージ

計画 堤体補強（盛土）

国営造成施設において、必要な耐震設計がなされて
いるのは、例えば、用排水機場では約３割にとど
まっている。

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

頭首工 用排水機場 ファームポンド 水路橋・水管橋耐震化率

（実施例）

橋脚部に鉄筋を追加し部材厚を増す

【ため池の事例】

○ 地域住民の安全の確保、農村地域の防災の観点から、特に基幹水利施設の耐震化、点検、整備が重要。

・ 国営事業地区においては、Ｈ１９年に耐震点検を実施。今後、地震発生確率が高い地域において、公共的な影響を及ぼすおそれのあ
る施設等から順次耐震対策を実施。

・ 県営施設等においては、今後点検調査を実施した上で耐震対策を推進。

○大規模地震への耐震設計の割合（H19）

２．農業水利施設等の防災・減災対策の強化
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○ 東日本大震災では、ため池や排水機場などの農業水利施設が被災し、ため池の決壊により人命が
失われるなどの甚大な被害が発生。

○ 農業水利施設が地震によって被害を受けることにより、農用地、農業用施設に加え、地域住民の生
命、財産、公共施設にも甚大な被害を与えるおそれ。

○ そのため、地震による被災の影響が大きい農業水利施設の耐震性点検・調査や必要な整備を
実施することで災害を未然に防止。

想定被害区域

地震により損壊等の被害を受けた場合
湛水被害が長期間発生

調査 整備

排水機場

施設下流の状況
多数の人家が存在

想定被害区域

【事業内容】
施設の耐震性調査
・ボーリング等による土質調査等
・安定計算等による耐震性の検討

ため池

排水機場

【ため池の場合】
【排水機場の場合】

【事業内容】
施設の耐震改修

震災対策農業水利施設整備事業（平成24年度概算要求額 24億円）
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大規模地震被災イメージ

幹線用水路等の損壊に
よる農地等の湛水被害

農業用水の供給停
止による営農被害

上水道の供給停止
による一般被害

工業用水の供給停
止による経済被害

基幹水利施設の損壊
により農業用水等の
供給が停止

○被災による影響が極めて大きい施設についてのみ、耐
震化対策を実施。

頭首工

河川

工場

住宅地

農地

幹線水路

上水・工業用水と
の共用の場合

パイプライン側上部に特殊なネットを敷き、砕石で埋戻す

（対策イメージ ）

橋脚部に鉄筋を追加し部材厚を増す

耐震化対策工法

○東日本大震災では東北地方を中心に深刻な被害が発生。また、東海地震や東南海・南海地震などの大規模
地震発生の可能性。

○農業用用排水施設が地震によって被害を受けることにより、農地・農業用施設に加え、地域住民の生命、財産
にも甚大な被害が発生するおそれ。

○このため、大規模地震のおそれのある地域において必要な耐震性を有していない農業用用排水施設の耐震
化対策を実施し、災害を未然に防止。

国営総合農地防災事業（平成24年度概算要求額 170億円）（大規模地震対策）の拡充
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国民の食料を支える基本インフラの戦略的な保全管理等の実現

国営施設機能保全事業（Ｈ23創設）

国営施設応急対策事業（Ｈ24新規要求）

建
設
事
業
完
了

補修・補強

事業の中で対応

更
新
事
業

事故

耐用年数

国営施設機能保全事業により国営造成
施設の長寿命化を図るとともに、事業実
施中に発生した突発事故については、事
業計画変更等により事業の中で対応可
能.

突発事故への的確な対応を

図るため、順次、国営施設

機能保全事業の事業化を

行っているところ

→全国をカバーするまでに

は一定の期間が必要

国営施設機能保全事業の

取組が定着するまで間の

当面の措置として、

国営施設応急対策事業を

創設

突発事故発生 応急対策 補修・補強

○ 応急対策の実施申請
（都道府県）

⇒ 補修・補強
までの実施内
容を規定

⇒ 国において、
実施の必要性を
判断

① 二次被害、周辺
被害の防止

② 収穫皆無の回避
を図る通水回復

○ 以下に限定して
応急対策を実施

○ 事故原因究
明結果等を踏
まえた保全対
策を実施

○国営土地改良
事業として実
施

○事業の流れ

○ 事故原因究明、
リスク把握調査を
併せて実施

国営施設応急対策事業（平成24年度概算要求額 国営かんがい排水事業1,179の内数 ）



⃝不整形・狭小な農地を大区画化し、作業効率を飛躍的に向上。

⃝地域の中心となる経営体に70％以上を集積し、大規模経営体を育成。

事業の効果

事業の概要

⃝土地利用型農業の競争力・体質強化を図るためには、良好な条件を
備えた農地の集積を従来よりも加速する必要。

⃝農地の大区画化・汎用化を行って、その70％以上を集積することで、
地域農業の柱となる大規模経営体を育成。

要望のポイント

⃝不整形、狭小、排水不良などの条件の悪い農地は、規模拡大志向の
農業者も敬遠するため、高齢化に伴って耕作放棄地化することが懸念さ
れる。

現 状

31時

間

13時

間

0

10

20

30

40

事業前 事業後

13万円

6万円

0
20
40
60
80

100
120
140

事業前 事業後

暗渠排水・地下かんがいによる大豆・麦の増収と品質の向上

注：国・県等の研究機関の試験成績

（Ｈ17～20、大豆のべ22ほ場、小麦のべ11ほ場）

注：平成21年度完了17地区での実績

▲60% ▲59%

1ha以上の区画で整備された地区の作業効率

稲作労働時間 稲作生産費
（時間
/10a）

（千円/10a）

農家数 戸当たり規模

３６３戸 ０．６ｈａ／戸

：集落営農参加合意者

：自家消費希望者

現
況

計
画

地区事例

0
100
200
300
400
500
600
700
800

未整備 整備後

平均増収率
＋42％

0

100

200

300

400

500

未整備 整備後未整備 整備済 未整備 整備済

大豆 麦

平均増収率
＋40％

（kg/10a） （kg/10a）

【A町】
・暗渠整備率12%
・収量・品質が低水準

【B町】
・すべて暗渠整備済み
・収量・品質が高水準でまとま
り、地域として品質が安定

３．「攻めの担い手」育成対策 ～農地の大区画化～ （日本再生重点化措置）
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事業内容等

事業内容

１．きめ細かな基盤整備による農業の体質強化と安全な地域づくり

戦略作物の生産や経営規模の拡大を図る経営体の農地の区画狭小、水利施設の老朽化等の個々の課題にきめ細かく対応し、併せて農地・
農業水利施設が有する防災・減災機能を保全。

２．整備済み農地の高度利用を迅速・安価に推進するための定額助成の導入

自力施工等による農地区画の拡大や暗渠管設置といった簡易な二次的整備を定額助成によって促進 （簡易な区画拡大：10万円/10a等、
暗渠排水：15万円/10a）。

事業主体 都道府県、市町村、農業者等の組織する団体（土地改良区等） 補助率 定額、１／２等

平成22年度 農業者戸別所得補償モデル対策

平成24年度 戦略作物拡大・防災保全整備事業の創設
（農業の体質強化と安全な地域づくりに資するきめ細かな基盤整備）

○ 生産基盤面で緊急に解決すべき課題（排水不良、施設老朽化等）を把握
○ 戦略作物の生産拡大のための営農上のボトルネックを緊急的に解消

平成23年度 農業者戸別所得補償制度 本格実施 （政策目標：27年度迄に戦略作物作付面積を24万ha拡大）

平成23年度 戦略作物生産拡大関連基盤緊急整備 （単年度で効果が発現する基盤整備を緊急実施）

○ 農地・水利施設は、食料生産の基盤であり、かつ、洪水貯留や地域排水等の多面的機能を発揮
○ これら農業基盤の整備は、防災・減災の機能を向上し、安全な地域づくりに寄与

個々の経営体は自ら生産数量
目標を定めて営農を展開

経営規模の拡大や集落営農の
組織化・法人化が進展

不作付地を活用した新規需要
米の生産志向が拡大

営農上の個別課題にきめ細か
に対応する必要

経営規模・体系に見合った大区
画化・汎用化が必要

用水需要の増大に即した水利
施設整備が必要

【本格実施に伴う状況変化等】 東
日
本
大
震
災
の
発
生

背景

戦略作物拡大・防災保全整備事業（平成24年度概算要求額 270億円）



暗渠設置

整備前 整備後

均平作業

○ 区画拡大等の自力施工への定額支援の導入を検討。

地域それぞれの創意工夫を尊重し、コスト縮減の取組を促進

○弾力的整備（畦畔除去等による区画の拡大）

○直営施工の例

○ 地域ニーズに応じた弾力的な整備や、農業者が参加する直営施工の積極的活用。

・直営施工とは、国・
県・市町村等が土地改良
事業を施工する際に、業
者でなく地元の農業者等
に発注する方式

・自力施工とは、農業者等が土地改良事業としてでなく、区画整理等を自力で施工する方式

担い手への農地集積を促す基盤づくり担い手への農地集積を促す基盤づくり
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市町村、土地改良区
（土地改良区、集落）

○地域資源の保全管理の役割分担

国
土地

改良
区

県
土地改良区

市町村、土地改良区
（土地改良区、集落）

国
土地

改良
区

県
土地改良区

（ ）は日常的な維持管理主体

（従
来
）

（今
後
）

国営造成施設
2万km

県営造成施設
3万km

基幹水利施設

その他の施設
35万km以上

農地・水・環境保全組織（仮称）
（同 上）

○ 「農地・水保全管理支払」の次期対策において、農地・水・環境保全組織（仮称）の設立・活用により
水利施設のリスクマネジメントを推進。新たな「公」による担い手としての役割を付与。

○ 農地・水・環境保全組織（仮称）がより規模の大きな水路等の保全管理（減災ソフト対策を含む）に取り組む
○ 戦略作物拡大・防災保全整備事業や小水力等農村地域資源利活用緊急促進事業の実施主体

地域主体の組織による保全管理の推進

○農地・水・環境保全組織（仮称）の構成（イメージ）

土 地 改 良 区 農業法人、NPO等

X 活動組織（集落）

農家、地域住民等

B 活動組織（集落）

農家、地域住民等

A 活動組織（集落）

農家、地域住民等

４．新たな主体によるリスクマネジメントの推進

農地・水保全管理支払の活動組織を広域化・体
制強化させた組織を新たに設置
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○ 共同活動支援については、過疎化・高齢化等の進行を踏まえ、集落を支える体制の強化や
仕組みの簡素化を図り、平成24年度～28年度までの対策として継続。

○ 水路等の長寿命化の取組や高度な農地・水の保全活動を追加的に支援。

農地・農業用水等の資源の
保全管理をめぐる現状と課題

○ 本対策は、全国２
万組織、143万haで

取り組まれ、農地・
農業用施設等の保
全や地域環境の保
全・向上、地域コミュ
ニティの活性化など
に効果を発揮。

○ 一方、過疎化・高
齢化等が進む地域
を中心として、リー
ダーの確保や多様
な主体の参画が困
難な地域も存在。

○ 共同活動への支
援を継続し、地域主
体の保全管理等の
取組の強化・拡大
が必要。

農地・水保全管理支払交付金

共同活動支援交付金 向上活動支援交付金

水路の泥上げ
（日常の管理）

水路の補修
（施設の長寿命化）

農道脇への花の植裁
（農村環境の向上）

併せて

グリーンベルトの設置
（高度な土壌保全）

・ 多様な主体が参画し、市町村と協定を締結した
組織等が支援対象

・ 地域共同で行う農地・水路等の資源の日常の

管理と農村環境の向上のための活動への支
援を、仕組みを簡素化して継続

復旧活動支援交付金

・ 東日本大震災等の被災地域における水路等施設の
復旧の取組を支援

（単価：県の水田 4,400円/10a 等）

併せて
・ 東日本大震災等の被災地域においては、

活動要件の緩和の特例措置

・ 水路等施設の長寿命化に取り組む活動組織について、
引き続き支援

（単価：都府県の水田 4,400円/10a 等）
・ 水質、土壌、地域環境の保全等に資する高度な取組

に対し、加算措置
（単価：取組内容に応じ1,000円/10a、2,000円/10a等）○ 基本単価： 都府県の水田 4,400円/10a 等

○ 継続地区の単価についてのガイドライン：
継続地区は基本単価の８割

農地・水保全管理支払推進交付金

・ 都道府県、市町村及び地域協議会による事業の円滑な推進

・ 広域での取組を強化する活動組織等を支援 （単価：40万円/組織 等）
集落を支える体制の強化

農地・水保全管理支払交付金（平成24年度概算要求額 251億円）



○ 平成22年度に実施した本対策の中間評価において、本対策の効果として、①農地の保全、②水路等施設の機
能維持、③農村環境の保全・向上、④地域コミュニティの活性化、等について確認。

①農地の保全

・遊休農地発生防止のための保全管理活動により、本対策
の実施期間５カ年間で、1,600haの耕作放棄地の解消と、
13,000haの発生防止

・多様な主体による資源の保全活動、環境の向上活動等を通じ、地域住民の意
識の変化、地域の行事への参加率の向上等により、地域コミュニティが活性化

73%

25%

1% 1%
ア とても

役立っている

イ ある程度

役立っている

ウ どちらとも

いえない

エ あまり

役立っていない

オ まったく

役立っていない

無回答

資料：活動組織アンケート
（平成23年３月）

98%

44%

44%

10%

1% 1%
ア とても

役立っている

イ ある程度

役立っている

ウ どちらとも

いえない

エ あまり

役立っていない

オ まったく

役立っていない

無回答

資料：活動組織アンケート
（平成23年３月）

88% 52%41%

5%
1%

1%
ア とても

役立っている

イ ある程度

役立っている

ウ どちらとも

いえない

エ あまり

役立っていない

オ まったく

役立っていない

無回答

資料：活動組織アンケート
（平成23年３月）

93%

・機能診断、計画に基づき、水路等施設の機能維持のた
めの活動が適切に実施

・農家、地域住民等を含む多様な主体の参画による景観形成、生態系
保全等の取り組みにより、地域の環境が保全・向上

Ｑ．農業用用排水路等の機能維持に役立っているか

Ｑ．地域の環境保全向上に役立っているか

Ｑ．地域（集落）のつながりの強化や活性化に役立っているか

②水路等施設の機能維持

③農村環境の保全・向上

④地域コミュニティの活性化
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農地・水・環境保全向上対策の効果



② 大規模経営割合との関係

注１）農地・水・環境保全向上対策のカバー率は、2008年度の取組状況が2009年耕地面積に占める割合
注２）集落営農割合は、集落営農実態調査（平成19年2月）における集落営農数が2005年農林業センサスにおける

集落数に占める割合。
注３）大規模経営割合は、2005年農林業センサスにおける経営規模5ha以上の経営体の経営面積が耕地面積に占

める割合。

① 集落営農割合との関係

○ 本対策の取組が進む道府県ほど、集落営農組織の形成率（集落営農数／全集落）や担い手への農地利用集
積率（大規模経営割合）が高い。
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【地区概要】
・集落形態：散居
・取組面積 753ha

（田 3ha、畑 706ha、草地44ha）
・対象施設

農道 48.6km
・構成集落数：4
・主な構成員

農業者51名
農業者以外 自治会4、女性会4、その他5

・交付金（H22 共同活動支援） 8,861千円

（課題）
・活動項目が多すぎる、大くくりにすべき。

・内地に比べ屋外での活動期間が少ない北海
道においては、交付金の繰り越しは必要な
仕組み。

・地域コミュ二ティの拠点である集落会館等の
維持管理活動を対象活動とすることを要望。

（今後の取組）
・活動が根付いてきており、本対策の継続を
要望。

主な取組

御保内みどり会
（北海道虻田郡真狩村）

活動組織

○ 本対策の取組前は、地域共同による農地・農業用水等の保全管理が行わ
れていなかったが、本対策により地域共同の保全管理体制を構築。農地や農
道法面の草刈りなどの作業を共同で行う意識が強まり、良好な維持管理が実
現。

○ 非農家も含む集落共同の活動により景観作物の作付などが行われ、良好
な景観を創出。

○ 地域の水田において小学校と連携し、伝統的農法による景観形成を目的に
田植えから刈り取りまで実施する取組を実施。小学校においても食育のプロ
グラムとして取り組んでいることから、今後も連携した活動を継続する意向。

本対策の課題と今後の取組

農業地域類型
平地農業地域、畑地型

ひまわり等
の植栽によ
る景観形成
活動

砂利の補
充、側溝の
泥上、路
肩、法面の
草刈り等

景観形成活動

農道の補修・更新

小学校との連携

田植え、稲
刈、はさか
けの体験に
よる伝統農
法の保全

・地区の9割以上を占める畑地において、
特産のゆり根を中心とした営農を展開。

大規模畑地帯における取組
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寺津地域みどり会
（山形県天童市）

活動組織
農業地域類型

平地農業地域、田畑型

主な取組 本対策の課題と今後の取組

【地区概要】
・集落形態：集居
・取組面積 79ha （田 68ha、畑 11ha）
・対象施設

開水路 15.3km、農道 6.4km
・構成集落数：１
・主な構成員

農業者102名
農業者以外85名、自治会１、土地改良区１、JA２、
その他３

・交付金（H22 共同活動支援） 3,302千円

（課題）
・ 対象活動の項目数を実施要件としているが、取
組の充実を図る観点から、活動量（ボリューム）に
ついて評価することが課題。

・ 活動の時期が春先であるため、交付時期の早期
化を希望。

（今後の取組）
・ 次期対策が行われる場合には、土地改良区管
内の６活動組織を統合して、一つの組織で実施
する体制を検討。

○ 本活動組織を含む６活動組織が連携して、農道脇へのあじさいの植栽活
動を実施し、「あじさいロード」として観光資源化。

○ このほか、水路の目地補修等技術研修会の開催、広報誌の発行等を、６
活動組織が連携して実施。また、情報交換の場として、月1回の代表者会議
を開催。

○ 集落全体で農地へ出向いて活動するため、活動をきっかけとして、農業生
産への関心が深まっている。

・ 果樹（さくらんぼ、ラ・フランス）の栽培面積が多く、水稲との複合経
営。

・ 現在は、農業者が高齢であっても耕作されていることにより、家族に
より農地の保全が図られているが、今後、委託等により耕作者が減
少した場合に農地の保全が適正になされるか懸念。

・ 昭和55～60年にかけて整備された末端水利施設の老朽化が進行。
・ 集落の農地の約25％が入り作で、今後も多くなる傾向にあり、共同で
保全管理を行う体制の維持が困難。

６活動組織で統一した植栽
（あじさいロード）の実施

水路の目地補修についても、６活動
組織合同で技術研修会を実施
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【地区概要】
・集落形態：集居
・取組面積 132ha （田 71ha、畑 61ha）
・対象施設

開水路 29.1km、パイプライン 2.3km、
農道 38.6km

・構成集落数：２
・主な構成員
農業者105名
農業者以外2名、自治会2、その他１

・交付金（H22 共同活動支援） 4,860千円

（課題）
・活動参加者の大部分は、農家と土地持ち非農
家。新規入居者の非農家については、活動への
理解を得ることに苦慮（参加率は5%以下程
度） 。

・書類作成が非常に煩雑。特に写真管理はPC操
作に不慣れな者は困難。

（今後の取組）
・ 本対策が継続される場合は、現在の活動を継
続。

・ 水路の老朽化が進んでおり、来年度以降は、
向上活動支援の取り組みも希望。

主な取組

南横川環境保全会
（千葉県大網白里町）

活動組織

○ 東京への通勤圏であり、新規入居者が多く混住化が進んでいる。新規入
居者の活動参加への理解を得ることに苦慮。

○ 活動の一環として、耕作放棄地の再生に取り組み、平成20年～22年に毎
年30aを再生。再生した農地にコスモスを植栽したところ、新聞にもとりあげ
られ、開花時期には遠方から多くの見学者が来訪するなどの成果もみられ
た。

○ 新興住宅地も含め、地域の児童やその親たちが農村環境向上活動（生態
系保全）に参加しており、非農家の参画を促すきっかけに。

本対策の課題と今後の取組

農業地域類型
平地農業地域、田畑型

遊休農地の再生

生き物調査の実施

水路の補修・更新

再生した耕作放棄地
にコスモスを植栽。耕
作放棄解消と景観の
向上を図る。

生き物調査への親子
での参加が、本対策
への非農家（新規入
居者）の参画のきっ
かけになっている。

昭和44～53年度に整
備された水路の老朽
化が進行。また、地
盤沈下（年間1.5～
2cm）により、水路に
不陸が発生している
ことから、布設替えを
実施。

・東京への通勤圏であり、新規入
居者が増加。特に地区の北部に
おいて、混住化が進行。
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【地区概要】
・集落形態：集居
・取組面積 96ha （田 86ha、畑 10ha）
・対象施設

開水路 2.0km、パイプライン 17.3km
ため池 9箇所、農道 22.2km

・構成集落数：２
・主な構成員

農業者342名
農業者以外188名、自治会1、子供会1、婦人会1
・交付金（H22 共同活動支援） 4,064千円

・本対策により地区内の遊休農地4.5haのうち2.6haを再生できたが、地区外の
地主の同意が得られず、取組が進められないケースがある。

微生物液（EM菌）を活用し
た水質保全

○ 本対策で再生した遊休農地については、活動組織で借り上げ、教育・交
流の場として活用を図るとともに、地主からの了解を得て、営農を希望する
者を募り、貸し出し。これらの活動が、遊休農地の解消に大きく役立ってい
る。

○ これまで遊休農地の解消は、個々の農家と行政が行うものとの考えてい
たが、本対策により地域がその一翼を担うことで、自分たちの地域を自分
たちで守るという機運が醸成。

おおくさ水土里の会
（愛知県小牧市）

活動組織
農業地域類型

都市的地域、水田型

主な取組

本対策の課題と今後の取組

遊休農地を再生し、
教育・交流の場として活用

（課題）
・ 当地区は昭和53年～平成5年にほ場整

備が実施され、末端水利施設等が整備
されたが、これらの施設や未整備のため
池が老朽化。今後、その補修、更新が課
題。

・取組継続には人材の育成が必要。役員
に若い人を７名増員して人材の育成に努
めている。

・活動項目の分類が細かすぎる。整理・統
合を希望。

・書類作成が煩雑。特に写真管理に苦
慮。このため、協議会が、「活動の記録」
「交付金の経理」などの事務の一部を補
完。

（今後の取組）
・平成24年度以降も本対策が継続される
ことを強く希望。

地域の大学との連携
（餅つき等）

【遊休農地の草刈り】

【田んぼに変身】

【地域住民による田植え】

都市化が進む地域における遊休農地解消の取組
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【地区概要】
・集落形態：散居
・取組面積 55ha （畑 0.4ha）
・対象施設

開水路 7.0km、パイプライン 4.0km
農道 5.0km

・構成集落数：１
・主な構成員

農業者38名、営農組合2
農業者以外 自治会1、女性会1、子供会1、
土地改良区2、その他1

・交付金（H22 共同活動支援） 1,819千円

（課題）
・環境向上活動の項目については、国
の項目を基本とし、地域の特徴を活
かした取組項目を交付対象とできる
ようにすべき。

・更なる交付金の上乗せがあれば、取
組の拡大を希望。

・実績書類はある一定必要だと考える
が、単年交代の組織にとって煩雑と
なる現在の事務処理を簡素化された
い。

・向上活動（長寿命化）について、もっ
と採択枠を増やすことが必要。

（今後の取組）
・本対策は地域コミュニティの維持・強
化に必要不可欠となっており、今後と
も取り組み。

白王町鳰の会
（滋賀県近江八幡市）

活動組織

○ 集落営農組織と農地・水活動組織が連携。施設保全や濁水防止・節水
管理、景観保全等の連携した実施により、効率的に資源を管理。 また、
農地・水の取組等により保全されている環境を活用して、集落営農による
農産物のブランド化に取組。

○ ＮＰＯと連携して環境向上活動に取り組む。ＮＰＯとの連携は、農家だけ
では思いつかない知恵が得られると同時に、ＮＰＯ側からの情報発信も行
われるため、極めて効果的。

○ 地域において、「自らの手で資源を保全する」という意識が強まったこと
が最大の効果。

本対策の課題と今後の取組

農業地域類型
都市的地域、水田型

ＮＰＯと連携し水田魚道を設置 環境こだわり酒米の栽培

・湖上の飛地「権座」の農地では、田船を利用した稲作や水田魚道設置、景観保全活動、さらには農産物ブランド化に
取り組む。

・農地・水・環境を保全する共同活動と集落営農等の環境こだわり農産物の栽培が相乗効果を発揮し、地域が活性化。

琵琶湖

白王町鳰の会

権座（ごんざ）

主な取組

環境学習の実施

景観形成活動

集落営農が進む都市近郊の水田地域における取組
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５．小水力等再生可能エネルギーの導入促進

未開発の
包蔵エネルギー
11.9万ｋＷ（ 年間5億8,500万ｋＷh）
（65％）

開発済
6.5万ｋＷ
（35 ％）

その他
4.3万ｋＷ（年間 2億ｋＷh）

（23％）

農業農村整備事業に
よるもの2.2万ｋＷ

（ 年間1億300万ｋＷh）
（12％）

○農村地域における小水力発電の可能性

農業水利施設の未開発の包蔵水力エネルギーは11.9万kW
年間5億8,500万kWh（約140,000世帯の年間消費電力量に相当）

出典：※1 農林水産省農村振興局整備部水資源課調べ

※包蔵水力＝発電用水資源として利用可能な水量

【内訳】
○農業用ダム
３９２地点 約１１．１万ｋＷ

○農業用水路
１５１地点 約０．８万ｋＷ

※年間発電電力量5億8,500万ｋWh／１世帯の年間電力使用量4,200kWh＝約140,000世帯農業用水利施設の維持管理に係る
負担軽減による農業生産性の向上

農業施設への電力供給を通じた
農村振興の展開

地球温暖化問題への対応として
CO2排出削減が世界的要請

農業用水路等の未利用の落差エネル
ギー等を小水力発電に活用、農業用ポ
ンプ等へ電力を供給

○農業用水路の落差を利用した小水力発電

小水力発電を推進する必要性

土地改良区等の施設管理者のメリット

○ 農業水利施設への小水力発電の導入は、土地改良施設の維持管理費の節減や農業農村振興に
資する公的施設への電力供給による農業農村の活性化、二酸化炭素の排出削減等の効果。

○ 農業水利施設には、未利用の落差など小水力発電施設の設置が可能な地点が多数存在し、包蔵
水力エネルギー年間5億8,500万kWh。

40自立・分散型農村エネルギー社会の構築を推進

※1

※2

：※2 平成20年度未利用落差発電包蔵水力調査（資源エネルギー庁）
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小水力発電施設の整備状況
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農業農村整備事業で行う小水力発電施設の整備状況



減じている
エネルギーを
有効活用

減圧バルブ

エネルギーを
減じ、安全流下

実施前の状況 設置後全景

落差工の例

減圧バルブの例

小水力発電施設の事例
【国営かんがい排水事業 大井川用水地区(静岡県) ※事業実施中】

○国営事業による用水路の改修にあたって、赤松幹線水路に設置されている
総落差７ｍの落差工を利用した小水力発電施設の整備を計画。
（最大出力 793kW）

○発電施設の整備を用水路改修と同時に実施出来るため、単独で発電施設を
整備する場合よりも、取壊し費用や仮設費用等が安価となり、施工性も有利。

落差工

総落差７ｍ

発電室ヘッドタンク

放水槽

河川放流
設備

荒砥沢ダム（宮城県）

水路改修前（現況）

水路改修後（小水力発電施設設置）

水路縦断図

ダムの落差エネルギーを利用した小水力発電

小水力発
電施設

42

農業水利施設を利用した小水力発電の方法



土地改良施設の
電力料金等
維持管理費

実施前 実施後

維持管理
負担軽減

発電
施設

土地改良
施設

電力供給

（専用送電施設利用）

発電
施設

土地改良
施設

売電 買電

電力
会社

電力会社と受給
契約を結び、発
電した電力を一
旦売電して、必
要電力を買電

・発電施設と電力消費施
設が離れた位置

・発電時期・時間と電力需
要時期・時間が不一致

農業農村整備事業で行う発電電力の取
扱

・Ａ揚水機場 約１５０万KWh
・Ｂ揚水機場 約３０万KWh
・頭首工 約２０万KWh

計 約２００万KWh

最大使用水量 約２．０ｍ３／ｓｅｃ
最大出力 約１，０００ｋｗ
建設費 約９００百万円

約３，０００Ｍｗｈ

年間発生電力量
約１，７００万円

土地改良施設の
操作に使用した電力料

・発電施設の維持管理費（注１）

及び資本費等（注２）

約１，０００万円

発電施設の維持管理費等

約３００万円

発電施設との共通施設（注３）

の維持管理費（注４）

約３，０００万円

売電収入

電力供給対象
土地改良施設

売電単価
約１０円／ｋｗｈ

発電施設概要
※注１：電力料・人件費・

修繕費

※注２：減価償却費等

※注３：ダム

※注４：人件費・修繕費等

発電事業収支のモデル

【負担率】
国：50%、県：25%、受益者等：25%
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